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官民連携と企業版ふるさと納税の活用
それを共に育みあう関係に

2026年02月16日
令和7年度第3回埼玉版スーパー・シティプロジェクトに係る市町村と企業等の交流会



Copyright © 2026 P4RL All Rights Reserved

自己紹介

鷲見 英利 / Washimi Hidetoshi

株式会社官民連携事業研究所
代表取締役社長/創業者

ハイアールジャパンホールディングス(株)にて、青島海爾の日本市場開拓、ブ
ランディング構築など社長補佐として活躍。同社退職後、2006年にブルネイや
インドネシアを中心とした貿易事業(有)ガリアースを、また同年外国人専門の
不動産・外資系企業の社宅管理会社ジャパンハウジング(株)を設立する。ハイ
アール等海外企業の日本参入で得た知見、人脈を活かし複数事業を立上げなが
ら、2012年一般社団法人KAI OTSUCHIを設立し、初代理事長就任。その後、
プロジェクトが評価され、総務省地域情報化大賞奨励賞を受賞。また翌年、
「保育機能付きオフィス」で有名な株式会社ママスクエアでも取締役として奈
良県葛城市とのプロジェクトで総務省地域情報化大賞奨励賞を受賞し、2年連
続で異なるプロジェクトで受賞する。

実業家としては22年目、政策立案参謀としては15年目となる。

【現在の兼任】
大阪府四條畷市特別参与、京都府スマートシティアクセラレーター、
官民連携アドバイザー（奈良県宇陀市、岡山県美咲町など）
内閣府企業版ふるさと納税マッチングアドバイザー

他様々な企業の役員
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会社概要

代表者名

所在地

創業

会社の特色

株式会社官民連携事業研究所

鷲見 英利

大阪府四條畷市岡山東1-10-5 忍ヶ丘センタービル6F

2018年（平成30年）11月

https://p4rl.com/

「善き前例をともにつくる」をビジョンとして、課題を

抱える自治体と、社会課題解決に取り組みたい企業を結

びつける取り組みを進めている。

自治体の良い伴走役となる企業を紹介するだけではなく、

両者の強みとニーズ、双方の利益を意識し、連携事業の

戦略計画から施策実施までを一貫して支援している。

会社名

公式サイト

3

会社概要

ビジョン

https://p4rl.com/
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官民連携事業研究所について

善き前例
創出

官民人材
育成

伴走企業
紹介
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▼官民連携事業研究所と「官民連携に係る連携協定」を
締結した自治体（62自治体）※2026年01月26日現在

▼連携協定の有無に関わらず、連携・共創を促進し、
施策づくり事例（一部抜粋）

「善き前例をともにつくる」をビジョンに、単なるマッチング・コンサル会社ではなく
公益性と経済性の両立、また社会における広域な全体利の実現を目指し、企業や自治体、
そして住民に対して価値創造を実施している官民連携/官民共創支援企業です。

官民連携事業研究所について
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官民連携事業研究所について



Copyright © 2026 P4RL All Rights Reserved

内閣府企業版ふるさと納税マッチングアドバイザーとして
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企業版ふるさと納税の実態調査
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内閣府企業版ふるさと納税の

マッチングアドバイザーとして、

よく受ける質問があります。

最初に
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質問

自治体からよく出る質問

企業へアピールするには

どうしたらよいでしょうか？

ウェブサイトにどのように表現？営業はどうしたらよい？

寄贈式や首長面談、銘板製作だけで本当に企業版ふるさと納税は実現するの？
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質問

自治体からよく出る質問

本年度企業版ふるさと納税いただいた企業から

来年も実現するにはどうしたらよいでしょうか？

待っていればよいのか？お願いに上がれば、実現できるのか？

企業のメリットは出せない上でどうしたらよいのか？
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質問

企業からよく出る質問

どのような自治体に

企業版ふるさと納税をするべきなのでしょうか？

民間に理解のある自治体がわからない。

企業版ふるさと納税をした自治体との関係はどうなるのか？
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質問

企業からよく出る質問

企業版ふるさと納税は

企業にとって何のためにあるのですか？

企業メリットはあるのか？

ビジネスにつながっていくのか？
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企業版ふるさと納税と官民連携

その答えの大きなヒントに

官民連携があります。
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企業版ふるさと納税と官民連携

多くの官民連携を進める自治体は

企業版ふるさと納税を集めやすく、

また継続した民間との連携を成長へ。
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企業版ふるさと納税と官民連携

企業版ふるさと納税をした企業は

ただの納税にとどまらず、

自治体との関係のきっかけとなり、

ともに社会課題解決事業、官民連携の相棒となる。
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企業版ふるさと納税と官民連携

まさに

企業版ふるさと納税 ⇒ 官民連携

官民連携 ⇒ 企業版ふるさと納税

これが一つの答えといっても過言ではない。



Copyright © 2026 P4RL All Rights Reserved

企業版ふるさと納税と官民連携

企業版ふるさと納税 ⇒ 官民連携

官民連携 ⇒ 企業版ふるさと納税

現に実のある官民連携を多く推進する自治体は

多くの企業との関係を構築。

企業版ふるさと納税をより集めていると聞きます。
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山形県No.1の西川町の事例

「自治体には、先回りすることが必要。企業様が何を望んでいるか（早
い回答、信頼性＝トップからの答え）を追求し、官民連携を積極的なス
タンスを示すことが大切。つまり、先回りして考えるということが大切
だと思います。
ピジョン様から子育て世帯用の防災グッズを頂いたときも、保育園の

皆様が考えて、オンラインごしに園児のダンスを披露しました。

西川町 菅野大志町長からのコメント

企業が求める経済産業省のデータを用いて、回答早く、情報開示、
企業の紹介、官民連携事業推進などに対応するため、つなぐ課をつ
くっています。

出典 山形新聞
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受容力の高い三木市の事例

三木市は令和2年度から企業版ふるさと納税の募集を開始しており、開始当
時は企業訪問等の営業活動を行うなかで、なぜ三木市に寄付をするのかという
当たり前の問いに対する難しさを理解しました。
その課題に対し、三木市ならではの官民連携による全国初のモデルづくりと

なる郊外型戸建て住宅団地の再生事業や、先端技術を活用した社会課題解決型
事業を前面に打ち出し、共感から応援にという取り組みにシフトしています。
是非、企業の皆様も三木市での課題解決事業にチャレンジしませんか？

三木市縁結び課 清水様からのコメント

令和5年度は 8件 3,920万円に。
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官民連携で大切なこと

官民連携の良い事例を

多く実現している組織の特徴

 自治体：推進者の存在と別世界の仕組みを受容する力がある

 企業の良き理解者として、お互いを高めあう努力ができる

 企業：目先のビジネスより、結果からの大きなビジネスへ

               営業目的ではなく、課題解決の「結果活用」が目的
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そこで官民連携の実現とは
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問い

何のために官民連携をするのか？

企業が地方自治体と何を実現したいのか？

地方自治体が民間企業との共創の実現とは？
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これからの世界の流れと課題
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インフラの維持

社会課題ニーズの複雑化

人口減少対策

空き家の問題

社会課題は複雑化し、増加の一途。
現状の予算を維持できたとしても、
行政だけではすべての課題解決は
極めて困難。

教育格差の問題

産業振興の問題

防災・災害対策

健康維持の問題

社会保障費の維持
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課題の宝庫：地域課題＝行政課題

行政DX

少子化

間伐

防災

ｵｰﾌﾟﾝ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

高齢化

移住

金融

製造

サービス

小売 IT

農林

観光

教育 福祉

広告 エンタメ

後継者

土木

教育

医療
過疎

交通

コロナ禍

水産
新観光

健康

脱炭素

自治体組織の課題
地域の課題

民間企業
解決策案

GIGA
SCHOOL

健康経営

課題・実証の場・与信

解決案・ノウハウ・ナレッジ



Copyright © 2026 P4RL All Rights Reserved

公務員の職場環境はどうなるか

人口減少

財政悪化

事業費削減

職員数削減
総務省「自治体戦略2040構想」研究会

予算規模の縮小によって、
・事業費、削減
・職員数、削減（2040年には半分に）

現状の行政事務の維持すら困難に…
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発想を変え、可能性を探求するしかない！

予算

使わない

稼ぐ

ない
民間とともに課題解決

(企業版)ふるさと納税等

予算がないなら、
「使わずに課題解決できる方法を探す」

「予算を稼ぐ」しかない！
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どうしたら、連携・共創となるのか

自治体 民間

お互いの利益になる仕組みを
課題解決策を民間と共に創造する

課題 ビジネスチャンス

民間ベースによる
課題解決

追加
要素

×
地域
課題
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公民連携・官民連携……共創とは

自治体 民間 価値

解決策
を

共 に

創 る

が

課題解決策を民間と共に創造する
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共創における課題解決の当社事例
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官民連携のイメージ

◼強みやノウハウを施策づくりに活かす

◼対等な立場で一緒に考える・つくる

自治体 民間企業課題・実証の場・与信

解決案・ノウハウ・ナレッジ
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官民連携の事例
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企業版ふるさと納税と官民連携の事例（2023年10月）

バリアフリーeスポーツ「ePARA」、岩手県八幡平市でイベントを開催
「ストリートファイター6」など体験会や交流を通して障がい者の活躍を支援
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バリアフリーeスポーツ「ePARA」、本年も岩手県八幡平市でイベントを開催

企業版ふるさと納税と官民連携の事例（2024年09月）
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バリアフリーeスポーツ「ePARA」、2025年も岩手県八幡平市でイベントを開催

企業版ふるさと納税と官民連携の事例（2025年09月）
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企業版ふるさと納税と官民連携の事例（2024年4月）

税理士1500名の支援を行う株式会社SoLaboが自治体のマーケティング支援で連携協定を締結。
そして、そのご縁から連携企業複数と企業版ふるさと納税に。
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企業版ふるさと納税と官民連携の事例（2023年11月）

エステーが工場のある埼玉県本庄市に物納型ふるさと納税を実施。
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大和リースとママスクエアが埼玉県桶川市にて保育機能付きオフィスの設立、そして連携協定へ。

埼玉県内での官民連携の事例（2023年03月）
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タチバナ産業と埼玉県春日部市との連携協定から、ふるさと納税の展開にも。

埼玉県内での官民連携の事例（2025年01月）
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埼玉県・アンカージャパンなど、経産省と共にリチウムイオン電池搭載製品回収の実証実験を開始。

埼玉県内での官民連携の事例（2025年12月）
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ガバメントピッチを経て、小鹿野町と株式会社Another worksが複業人材の活用で連携を開始。

埼玉県内での官民連携の事例（2023年12月）
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ガバメントピッチを経て、北本市と街活性室株式会社が、北本団地における新たな交流機会創出で提携。

埼玉県内での官民連携の事例（2024年07月）
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ガバメントピッチを経て、川島町と株式会社Golzyが新たな地域住民等のコミュニティづくりで活動を開始。

埼玉県内での官民連携の事例（2025年03月）
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官民連携の事例（2023年9月）

マラソンイベントに活用にと山本漢方製薬が健康食品青汁を2000食を寄贈。
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官民連携の事例（2023年11月）

ミズノが豊中市へ「節がある商品不適格のバット」を職人や野球人の夢を持ってもらうため、
子どもたちのイベント用に寄贈。
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官民連携の事例（2024年10月）

森永乳業クリニコがイベント等への商品の寄贈と介護予防事業のサポートのため連携協定を締結。
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官民連携の事例（2024年12月）

家庭用充電器大手の世界企業Ankerの防災と保育施設の労力軽減のため連携協定を締結、実証実験の開始。



Copyright © 2026 P4RL All Rights Reserved

官民連携の事例（2025年10月）

ピジョンが赤ちゃんの防災を推進するため、東京都品川区と連携協定を締結。
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官民連携の事例（2025年11月）

ニチレイフーズと白石市との取り組み、環境省の食品ロス削減表彰で審査委員会特別賞を受賞！
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官民連携の事例（2025年12月）

家庭用蓄電池の大手のJackeryと岩手県盛岡市が防災連携協定を締結。そして道の駅での啓発イベント開催。
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官民連携の事例（2026年01月）

世界シェア１位の白物家電メーカー「ハイアール」が防災や子育て、教育分野での官民連携を広域展開。
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官民連携の事例（2026年01月）

ハイアールは官民連携とともに、民間同士の提携プロジェクトもどんどん推進していく。。
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官民連携の価値（自治体側）

◼新たな施策による社会課題解決
→住民福祉向上、支出負担減、時代に合致した施策化

◼課題の明確化/鮮明化

◼“官民連携”の連携力向上による
施策の質と量の向上

民間力を備えた課題解決施策のアップデート
（多様に複雑化する社会課題への対応）
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官民連携の価値（企業側）

◼レピュテーション（評判）の向上

◼課題の明確化/鮮明化

◼将来的な新しい市場/地位の確立

社会貢献度の高い「事業」へアップデート
（公共/ソーシャルなものへ進化・深化）
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まとめ（官民連携とは）

地方自治体には社会課題解決のチャンスがたくさんある！

エネルギー・食料・環境・高齢生活・子育て・防犯・防災・教育・観
光振興・産業活性化・移住促進・空き家などまだまだ解決できていな
い。これ以上に新しい課題が次々と生まれているのが現状である。

これを解決するために企業が自治体とともに立ち向かい、実証実験な
どで結果を出し、そして商品化することが、これからの発展したビジ
ネスモデル（企業発展と地域発展の両立）となる。まさに社会課題解
決型商品やサービスへの成長である。

「企業は社会の公器である」を官民連携で成す時が来ている。
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まとめ（前政権での内閣官房の発表）

資本主義を超える制度は資本主義でしかあり得ない。新しい資本主義は、もち
ろん資本主義である。 

しかし、これまでの転換が、「市場か国か」、「官か民か」の間で振り子の如
く大きく揺れ動いてきたのに対し、新しい資本主義においては、市場だけでは解
決できない、いわゆる外部性の大きい社会的課題について、「市場も国家も」、
すなわち新たな官民連携によって、その解決を目指していく。

その際、課題を障害物としてではなく、エネルギー源と捉え、新たな官民連携
によって社会的課題の解決を進め、それをエネルギーとして取り込むことによっ
て、包摂的で新たな成長を図っていく。

令和４年６月４日内閣官房発表

「新しい資本主義の グランドデザイン及び実行計画」の一節
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まとめ（前政権での内閣官房の発表）

令和４年６月４日内閣官房発表

「新しい資本主義の グランド
デザイン及び実行計画」
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まとめ（新しい資本主義から日本成長戦略へ）
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まとめ（企業の育成という投資）

企業との社会課題解決は「企業と自治体」の協働発表となり、それが
地域住民や周辺に波及していく。そこには商品やサービスの価値の表
現はもちろんのこと、自治体と企業の存在価値の表現となる。

そこが気概に満ちた個人や企業の熱意を集める環境となる。

広く気概に満ちた個人や企業と、この社会をより良きものにするため、
官民連携という手法を用いて、社会的存在意義を「実行」と「結果」
で表し、またそこから新たな個人や企業と事業の進化を促進する。

これこそが「地方自治体とともに作る事業のサステナブル化」である。
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最後に

官民連携と企業版ふるさと納税は

相互に「実現のきっかけ」となる。

今日のこのチャンスを活かし、

公益性とビジネスが両立した大きな事業に進化と

なるよう共に育みあっていきまましょう！

ご清聴ありがとうございました。
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